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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、継続的に企業価値を増大させ、社会から信頼される会社になる上で、経営の健全

性、透明性を高め、経営環境の変化に適切かつ迅速に対応できる体制を構築することであります。

社会から信頼される会社になるため、株主はもちろんのこと、従業員、顧客、取引先、地域社会などすべてのステークホルダーを重要視しており

ます。

そのために、コーポレート・ガバナンスの向上やコンプライアンスの強化は、当社の経営上の重要な課題であると認識しており、会社を構成する人
員全てがステークホルダーに対して、そのように行動するべきかを共有しております。

また、取締役の職務執行については、取締役会において監督するとともに、独立性が高くかつ専門性も有する監査役による監査が経営監視体制
の根幹となっております。

当社の企業規模や監査役の高い独立性、専門性を考慮し、監査役設置会社形態を採用しております。

また、取締役会には独立性の高い社外取締役が含まれ、ガバナンス体制の強化を図っております。

取締役等の選任に関しては、専門的能力やマネジメント能力はもとより、高潔な人格などを総合的に判断し、取締役会の合意に基づき候補者を

決定する体制となっております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

福田　幸雄 2,092,000 12.71

アスカネット従業員持株会 411,200 2.50

株式会社広島銀行 380,000 2.31

木原 伸二 324,000 1.97

楽天証券株式会社 314,200 1.91

功野　顕也 312,500 1.90

株式会社SBII証券 198,073 1.20

吉岡　智也 180,300 1.10

佐橋　英紀 179,800 1.09

松尾　雄司 170,400 1.04

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 4 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

川瀬　真紀 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者



b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川瀬　真紀 ○
叡啓大学ソーシャルシステムデザイン学
部教授

国内外の大学での研究、教育、特にプロジェク
ト型研修での成果があり、昨今は広島大学及
び叡啓大学にて、起業家育成教育やイノベー
ションプログラムなどを実施しており、また、企
業内教育の経験も豊富であります。直接会社
経営に関与された経験は短いですが、これまで
多くの学生、社会人や企業を対象とした教育や
支援を行ってきた経験と知見及び女性の立場
からの的確なアドバイスいより、社外取締役の
職務の適切な遂行が可能であると考えており
ます。

[独立役員の確保の状況]

大学での起業家育成教育やイノベーションプロ
グラムの実施や多くの企業内教育の経験によ
る豊富な知見から、客観的かつ専門的な立場
から経営関与が可能であること、および当社と
の取引関係がなく、高い独立性も保持している
ことから、独立役員に適任であると判断してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は会計監査人として有限責任監査法人トーマツを選任し、、金融商品取引法に基づく監査も同監査法人に依頼しております。

当社は現時点において、監査法人からの長文式監査報告において、重要な内部統制上の欠陥や重要な指摘事項はありませんが、重要な指摘

事項があれば監査役にも報告される体制をとっておりますし、必要に応じて報告、協議できる体制をとっております。

また監査役からも財務に対して重要な影響を及ぼす可能性のある事象が発生した場合、適宜相談できる体制をとっております。

内部監査人と監査役の連携はコーポレート・ガバナンスの充実の上で不可欠であると認識しており、両者の情報交換や協調ができる体制をとって

おります。

監査にあたって監査役と内部監査室は、、緊密な連携を保ち、会計監査人との意見交換、情報交換を行い、監査の実効性及び効率性の向上を
図っております。また、内部監査室は、内部統制実施部門の自己点検結果を踏まえ、内部監査を実施し、内部監査の実施結果を監査役及び会計
監査人に定期的報告しております。

具体的には、近年要請が高まっている個人情報保護及び機密情報についての体制を整備、強化するために、情報監査の監査に監査役が同行し

ております。



財務情報の信頼性確保の点においても内部監査人が行った監査について監査役が帳票の裏づけをとるなどの連携を取っております。

内部監査において重要な問題点があれば、監査役にも報告がなされ、対策を協議できる体制をとっております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

戸田　良一 公認会計士

小田　富美男 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

戸田　良一 ○
戸田公認会計士事務所所長

リベレステ株式会社取締役（監査等委員）

公認会計士としての専門知識が高く、また経営

管理についても造詣が深いことから、独立した

立場で、高い経営監視機能を発揮していただく

ことが期待できるため、選任いたしました。

[独立役員の確保の状況]

公認会計士の資格を有しており、広範な財務・

会計に関する専門知識や豊富な経験を生かし

客観的・中立的な立場から監査が可能である

こと、および当社との取引関係がなく、高い独

立性も保持していることから、独立役員に適任

であると判断しております。

小田　富美男 ○ 小田人事・システム研究所所長

人事、労務の分野での専門知識が豊富で、ま

た異業種での経営者も経験していることから、

独立した立場で、高い経営監視機能を発揮し

ていただくことが期待できるため、選任いたしま

した。

[独立役員の確保の状況]

人事、労務の分野での専門知識が豊富で、ま
た異業種での経営者も経験していることを生か
し 客観的・中立的な立場から監査が可能であ

ること、および当社との取引関係がなく、高い
独立性も保持していることから、独立役員に適
任であると判断しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

2020年7月29日開催の株主総会において、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式の付与のための報酬として年額30百万円以
内とする議案が承認され、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的
とした譲渡制限付株式報酬制度を導入いたしました。毎年、取締役会決議を経て、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を付
与することとしております。

なお、譲渡制限付株式報酬制度の導入に伴い、役員に対する退職慰労金制度及びストックオプション制度は廃止いたしました。

2019年4月期より、適正な会社経営を通じて業績達成へのインセンティブを高めるため、業績連動報酬（法人税法第34条第1項第3号に定める利益
連動給与）を採用しております。

これにより、取締役報酬は、固定報酬である基本報酬と各事業年度の業績に連動した業績連動報酬及び企業価値の持続的な向上を図るための
インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）から構成されることになります。業績連動報酬は、業績連動報酬損金経理前経常利益
が、前事業年度決算短信にて記載された経常利益予想数値を達成した場合にのみ支給することとし、その算定方法は、有価証券報告書のコーポ
レート・ガバナンスの状況等・役員の報酬等の項目に記載しております。また、譲渡制限付株式報酬の算定方法につきましても、有価証券報告書
のコーポレート・ガバナンスの状況等・役員の報酬等の項目に記載しております。

ストックオプションの付与対象者 従業員

該当項目に関する補足説明

2013年6月10日の取締役会の決議により、当社従業員9名に対し、ストックオプションとして新株予約権560個（新株予約権1個当たりの目的となる

株式数は400株）を付与しております。

なお、現時点におきましては、ストックオプションの未行使残高はございません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告において、取締役に支払った報酬の総額と人数を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会にて定めており、取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセ
ンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とする
ことを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、各事業年度の業績に連動した業績連動報
酬及び企業価値の持続的な向上を図るためのインセンティブとしての株式報酬（非金銭報酬）から構成されており、監督機能を担う社外取締役に
ついては、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととします。また、監査役につきましては、独立性・客観性を保つ観点から基本報酬のみを支
払うこととします。

取締役及び監査役の報酬につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役については取締役会が決定し、監査役につい
ては監査役の協議で決定しております。

業務執行取締役の基本報酬、業績連動報酬及び株式報酬（非金銭報酬）の種類別支給割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業
種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど基本報酬以外のウェイトが高まる構成としています。

なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、次のとおりであります（KPIを100％達成の場合）。

役位 基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

代表取締役 75％ 12.5％ 12.5％

専務取締役・取締役 80％ 10％ 10％

また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された方針等の内容が当該決定方
針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

a.基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

基本報酬につきましては、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定す
るものとし、業務執行取締役の年額基本報酬幅は次のとおりとします。

役位 基本報酬（年額）

代表取締役 30百万円～50百万円

専務取締役 20百万円～28百万円

取締役 12百万円～16百万円

b.業績連動報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

業績連動報酬につきましては、適正な会社経営を通じて業績達成へのインセンティブを高めるため、法人税法第34条第１項第３号に定める利益連
動給与を採用しております。業績連動報酬に係る指標につきましては、市場に対して公表した利益計画を達成することが適切なハードルと考えて
おりますので、経常利益予想数値としております。なお、業績連動報酬の支給対象となる取締役は、法人税法第34条第１項第３号に定める業務執
行役員である取締役であります。

なお、業績連動報酬の算定方法は以下のとおりであります。その算定方法について監査役及び社外取締役で構成される業績連動報酬諮問委員
会が適正と認めた書面を受領しております。

（支給条件）

業績連動報酬損金経理前経常利益が、前事業年度決算短信にて記載された経常利益予想数値を達成した場合にのみ支給いたします。

（計算方法）

法人税法第34条第１項第３号イに規定する「当該事業年度の利益に関する指標」については、当該事業年度の経常利益とし、以下のとおり、取締
役の役位に応じて定められたポイントをもとに計算いたします。

・各業務執行取締役の業績連動報酬＝（業績連動報酬損金経理前経常利益－経常利益予想数値）×20％×役位ポイント÷役位ポイント計

　　　　ただし、千円未満は切り捨てとします。

業務執行取締役の役位ポイント及び人数

役位 役位ポイント 取締役の数 役位ポイント計

代表取締役社長 5.0 １名 5.0

専務取締役 3.5 １名　 3.5

取締役 1.5 ２名　 3.0

合計 ４名　 11.5

上記は、当事業年度末における業務執行取締役の数で計算しております。

（支給上限額）

業務執行取締役に支給する業績連動報酬の額は、それぞれ代表取締役社長5,000千円、専務取締役3,500千円、取締役1,500千円を超えない金
額とします。

（その他）

業績連動報酬は、株主総会の日以後１か月以内に支給することといたします。業務執行取締役の在籍期間が12か月に満たない場合は、在籍月
数で按分計算した金額を支給するものとし、期末後の退任につきましては月数按分いたしません。

c.株式報酬（非金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

中長期的なインセンティブ報酬制度として、業務執行取締役に対し譲渡制限付株式報酬制度を導入しております 。本制度により付与されます譲

渡制限付株式は年30,000株以内とし、その譲渡制限期間は３年間から６年間までの間で取締役会が定める期間とします。各業務執行取締役の譲
渡制限付株式報酬（年額）の目安は次のとおりであり、当該方針に基づき、取締役会で個人別の割当株式数を決議し、取締役会決議の日以後２
か月以内に支給することとします。

役位 譲渡制限付株式報酬（年額）

代表取締役 5.0百万円～7.0百万円

専務取締役 3.5百万円～5.0百万円

取締役 1.5百万円～2.5百万円

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬限度額は、2006年７月29日開催の第11回定時株主総会において、金銭による報酬として年額180百万円以内と決議されておりま
す。当該定時株主総会終了時点での取締役の員数は３名です。また、当該金銭報酬とは別枠で、2020年７月29日開催の第25回定時株主総会に
おいて、譲渡制限付株式報酬として年額30百万円以内（社外取締役は付与対象外）と決議されております。当該定時株主総会終了時点での取締
役（社外取締役を除く。）の員数は４名です。

監査役の報酬限度額は、1998年６月24日開催の第３回定時株主総会において、年額50百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終
了時点の監査役の員数は１名です。

③ 取締役の個人別報酬の内容の決定に係る委任に関する事項

取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬と、各事業年度の業績に連動した業績連動報酬及び企業価値の持続的な向上を図るためのインセン
ティブとしての譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）から構成されており、個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長であ



る松尾雄司がその具体的内容について委任を受けるものとしています。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当が業
務、能力、成果などにより評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためです。

その権限の内容は、「a.基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針」に基づき各取締役の基本報酬の額を評価配分しております。当該
権限が適切に行使されるよう、業務執行取締役については年額基本報酬幅を設定しており、その範囲内での権限委任としております。なお、業績
連動報酬は、「b.業績連動報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針」により機械的に算定されます。また、非金銭報酬は、「c.株式報酬
（非金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針」に基づき、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議いたします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社は比較的組織規模が小さいことから、社外取締役および社外監査役が直接情報収集することが容易であると考えております。取締役会や経

営会議以外でも各種会議には自由に出席できることとしております。また、各業務部門にも社外取締役および社外監査役への情報の提供を徹底

しているほか、監査役から社員に対して個別のヒアリングの機会を設けており、監査の実効性を確保しております。

また、監査役が必要とした場合は、監査役の職務を補助できる使用人をおくことができるものとしています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会設置会社であります。

・取締役会

取締役会は、社外取締役1名を含む取締役5名より構成されており、会社の経営方針、経営戦略、事業計画、重要な財産の取得及び処分、

重要な組織及び人事等に関する意思決定機関として、毎月1回開催し、必要に応じて随時開催しております。なお、取締役5名のうち1名は社外取
締役であり、コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。

・監査役会

監査役会は、監査役3名（常勤監査役1名・非常勤社外監査役2名）で構成されており、常勤監査役は、公認会計士の資格を有しており高い専門性
を有しているうえ、社内での内務監査の経験があり、社内業務に精通しております。社外監査役2名は、いずれも高い専門性を有する社外監査役
であり、高い独立性を確保しております。毎月１回の監査役会を開催するほか、取締役会その他重要な会議に出席し、必要な意見の表明を行い、
取締役の業務執行の監査を行っております。

・経営会議

経営会議は、迅速な経営判断を行うために、取締役会の意思決定を要する事項の事前審査を行うとともに、取締役会から委譲された範囲内での
重要事項の決定を行っており、代表取締役社長、専務取締役、取締役、会長、常勤社外監査役、執行役員および部門長より構成されております。

・内部監監査室

内部監査は、内部監査室（1名）として独立させることで権限を強化し、社長直轄の組織として、業務全般にわたる内部監査を実施し、監査役や会
計監査人との意見交換等により、業務の改善に向け具体的な助言、勧告を行っております。

・会計監査

会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、独立監査人として金融証券取引法第193条の2の規定に基づく監査
を受けております。定期的な監査のほか、会計上の課題について随時相談しアドバイスを受けております。また、監査役監査計画の策定や監査役
の会計監査の実施においては、相互に連携を行い、公正不偏な立場から監査が実施できる環境を整備しております。

2023年４月期における、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下の通りであり、この他、公認会計士５名、公認会計士試験合格者３
名、その他７名程度の補助者が監査業務に携わっております。

　指定有限責任社員　業務執行社員　家元　清文

　指定有限責任社員　業務執行社員　平岡　康治

　（継続監査年数はともに７年以内であります。）

監査役、内部監査人、会計監査人については相互に必要に応じて報告、協議できる体制をとっております。また、顧問弁護士とは顧問契約に基づ

き、必要に応じ適宜相談し法令遵守に努めております。その他、税務関連につきましても税理士事務所からの助言を得て、適切な処理に努めて

おります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、社外取締役1名を選任しております。イノベーション等に精通した大学教授かつコンサルタント会社の経営経験者であり、大学教員及びコ
ンサルタントの見地、また女性の立場からの適切なアドバイスを期待しているところ、取締役会において事業内容や経営方針等への質問や意見
等の発言を行っており、上記社外取締役として期待される役割を適切に行っております。

また、監査役3名はいずれも、高い専門性を有しており、社外監査役2名はいずれも高い独立性を有しているおります。また、基本的に監査役全員
は毎月開催される取締役会に、複数の監査役は毎月開催される経営会議に出席し、積極的に発言しており、稟議書、報告書等の閲覧、取締役と
のミーティング、従業員との面談などを行い、会社経営全般の状況を把握しております。

以上により、社外取締役のチェック、独立性の高い社外監査役のチェックにより、経営監視機能が十分に機能していると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況



補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会開催日の16日前に株主総会招集通知を発送しております。

電磁的方法による議決権の行使
スマートフォンなどから容易に議決権を行使できる仕組み（スマート行使）を導入しており
ます。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向け説明会につきましては、適宜開催しております。開催する場合
には必ず代表取締役自身が説明するようにしております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的には年2回（本決算時および第2四半期決算発表後速やかに）決算説

明会を開催しております。第28期につきましては、第2四半期決算説明会を202
2年12月12日に、本決算説明会を2023年6月12日に開催しました。第29期につ
きましては、第2四半期決算説明会を2023年12月11日に開催しました。参加者
は、アナリスト、機関投資家、報道機関等であります。その他要望に応じ随時
開催しております。年2回の決算説明会は必ず代表取締役自身が説明し、その
他の場合も可能な限り、代表取締役自身が説明するようにしております。なお
第28期および第29期における決算説明会は、オンラインにて行いました。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算短信、適時開示資料、有価証券報告書および四半期報告書、決算説明

会資料、成長可能性に関する事項、事業報告書はすべて当社ホームページに
掲載しております。

また、決算短信につきましてはその概要を英文でも作成しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部署は管理部であり、IR担当役員は専務取締役ＣＦＯであります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「アスカネットコンプライアンス行動指針」により、法令の遵守はもちろん、各ステークホル
ダーと

の適切な関係の構築について定め、教育しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地域貢献を主眼に置いた以下のＣＳＲ活動の実施実績があります。

・社会的意義のある活動をしているＮＰＯ等の団体の広報活動を支援するため、継続的に
「ＮＰ

Ｏ等広報活動支援事業」を行っております。また、不要になった印刷用紙を有効活用した
「エコ画用紙帳」を広島市内の幼稚園に配布いたしております。

・SDGs認定の世界初のスポーツ×教育プログラム「kidss」に参画するほか、エコキャップ運
動にも継続的に取り組んでおります。

・地元の社会福祉施設との取り組みを進めており、施設で製造された食料品を社内で販売
したり、製本過程の一部作業を委託しております。

・近隣の小学生を対象としたフォトブック＆空中ディスプレイの見学会・体験会を実施してお
ります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「インサイダー取引防止規程」に基づき、インサイダー取引の防止に努めているほか、ス
テーク

ホルダーに対し、適時、適切、公平に情報開示するよう努めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況



当社の内部統制システムに関する基本的な考え方は、当社が将来的により発展し、社会的責任を遂行するために、外部環境や各種リスクを評価

した上で、各人の職務が適切、適法かつ効率的に執行され、財務情報の信頼性が確保され、会社の財産が保全されるために必要なプロセスを構

築することであります。

取締役会、経営会議などにおいて、活発な議論による開かれた意思決定や各部門からの情報の吸い上げと共有を重視し、また決定した方針や

事項の各部門への浸透を図っております。業務分掌規程などの各種規程の整備・運用を徹底するとともに、独立性の高い監査役による監査や内

部監査によるチェックを図っております。また各業務部門における重要業務の相互チェック体制の確立や社員への教育・啓蒙を重要視しておりま

す。

監査役監査については、取締役会や経営会議など重要な会議への出席や、社員との面談、各部門での会議へ随時出席し、会社の状況の把握

や実質的な監査が可能な体制としており、その結果を取締役会で報告しております。

コンプライアンス体制およびリスク管理体制については、「アスカネット・コンプライアンス行動指針」を定めるとともに、毎月１回「リスク管理・コンプ
ライアンス委員会」を開催し、コンプライアンスやリスクに関する情報の収集、評価を行うとともに、コンプライアンス行動指針の浸透及びリスク管理
規程の整備・運用や従業員への教育を随時進めております。法令、定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として内部通報制度を構築
しております。また、適宜顧問弁護士に相談し、コンプライアンスの強化に努めております。

情報管理体制については、「個人情報保護規程」「営業機密情報保護規程」「インサイダー取引防止規程」を制定するとともに、各部門長を通じて

教育するほか、適宜研修会を開催しております。また、職務の執行に係る情報については「文書管理規程」に基づき、適切に保存、管理しておりま

す。

当社は会社法の規定に基づき、内部統制システム構築の基本方針を以下のとおり定めております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法定及び定款に適合することを確保するための体制

（１）全役職員が、法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守するため、コンプライアンス行動指針を定めるとともに、研修を充実させる。

（２）社長を委員長とした「リスク管理・コンプライアンス委員会」を毎月１回開催し、各部署からの情報収集や議論、情報発信を通じて、全役職員の

コンプライアンス意識を高める。

（３）法令、定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築する。

２．取締役及び使用人の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書など取締役の職務執行に関する重要な文書等については、法令及び社内規程に基づき適切に保存

するものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程及びその他の体制

（１）リスク管理のうち情報管理については「情報管理規程」及び「個人情報保護規程」を制定し、その浸透を図る。

（２）各部署の業務に付随するリスクについては各部署で対応するとともに、「リスク管理・コンプライアンス委員会」に情報を集約し、適切な処置を

とる。

（３）内部監査室は、各部署の業務執行につき、損失の危険のある行為または状態の有無について監査要点とし、そのような行為を発見した場合

は、直ちに社長および「リスク管理・コンプライアンス委員会」に報告し、適切な処置をとる。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）毎月１回の定時取締役会に加え、必要に応じ臨時取締役会を開催する。

（２）毎月１回取締役と各部署責任者による経営会議を開催し、各部署の状況を的確に把握するとともに、取締役会付議事項の審査を行う。

（３）取締役が職務執行を効率的に行うため、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」等各種規程を定める。

５．企業集団における業務の適正性を確保するための体制

現在、子会社に該当するものは存在しないが、将来において子会社等を設置する場合には、子会社管理規程を整備し、必要な体制等を構築す
る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協議のうえ、補助使用人を置くものとする。

７．前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

前号の使用人を置く場合には、当該使用人の業務指示は監査役が行うものとし、当該使用人の異動、評価、懲戒については、監査役の同意を得

ることとし、取締役からの独立性を確保する。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に関する体制及び報告を行った者が当該報告をしたことを理由と
して不利な取扱いを受けたいことを確保するための体制

（１）取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実や行為を発見した時は、直ちに監査役に報告するものとする。

（２）監査役は独立性をもって、各部署に赴き、業務の状況の確認やヒアリングをすることができる。

（３）監査役に対して報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることを禁止し、その旨をコンプライアンス行動指針に
記載するとともに、研修等で周知徹底を図る。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の施行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用については、所定の手続により会社が負担する。なお、監査役は、当該費用の支出にあたり、効率性及
び適正性に留意するものとする。

１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、取締役会、経営会議その他重要会議に出席するとともに、書類の閲覧や質問を行うことができる。

（２）監査役は、各部署の会議そのたあらゆる場面に出席することができる。

（３）監査役は、内部監査室や会計監査人と連携し、効率的な監査を行う。

また、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の適切な提出に向けて、「内部統制方針書」を定め、その方

針のもと、内部統制の適切な整備、運用、評価を行う体制を構築しております。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社の反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況は以下のとおりであります。

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会の秩序や健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織的に毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを基

本方針としております。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

（１）当社は、「アスカネット・コンプライアンス行動指針」において、反社会的勢力との関係遮断を明文化し、全役職員に周知徹底を図っておりま

す。

（２）反社会的勢力に対応する部門として管理部が統括部署となり、関係行政機関や顧問弁護士等と相談、助言、指導を受け、連携して対応して

まいります。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

コーポレート・ガバナンス体制に対しては、常に高い意識を持ち、充実に努めてまいります。コンプライアンスや情報管理については社員に対する

教育を更に充実してまいります。



【適時開示体制の概要（模式図）】

決定事実 決算情報 発生事実

報告　 報告　 報告　

報告　　

（緊急時）

報告　 付議　　 意見陳述

代表取締役社長 取締役会 監査役

開示指示 開示指示

・開示後、当社のホームページのＩＲサイトにも速やかに公開します。
・内容に応じて、弁護士等に適宜相談します。

管理部

情報管理責任者（専務取締役ＣＦＯ）

情報管理責任者（専務取締役ＣＦＯ）

情報開示


